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(57)【要約】
【課題】エネルギを組織の目標体積に方向付けるデバイ
スを提供すること。
【解決手段】エネルギを組織の目標体積に方向付けるデ
バイスであって、長さを有する内側導体と、該長さに沿
って、該内側導体を同軸的に囲む外側導体であって、該
外側導体は近位部分と遠位部分とを有する、外側導体と
を備え、該外側導体の該遠位部分は、エネルギを放射す
るために該外側導体内に画定された複数のアパーチャＮ
を提供され、Ｎは１より大きな整数であり、各アパーチ
ャはあるサイズを有し、該外側導体の長手方向軸に対し
てある角度で延び、各アパーチャの該サイズおよび該角
度のうちの少なくとも１つが、該遠位部分に放射される
エネルギが実質的に均一であるように、他のアパーチャ
Ｎ－１に対して変更される、デバイス。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エネルギを組織の目標体積に方向付けるデバイスであって、
　長さを有する内側導体と、
　該長さに沿って、該内側導体を同軸的に囲む外側導体であって、該外側導体は近位部分
と遠位部分とを有する、外側導体と
　を備え、
　該外側導体の該遠位部分は、エネルギを放射するために該外側導体内に画定された複数
のアパーチャＮを提供され、Ｎは１より大きな整数であり、各アパーチャはあるサイズを
有し、該外側導体の長手方向軸に対してある角度で延び、各アパーチャの該サイズおよび
該角度のうちの少なくとも１つが、該遠位部分に放射されるエネルギが実質的に均一であ
るように、他のアパーチャＮ－１に対して変更される、デバイス。
【請求項２】
　前記外側導体と同軸的に、該外側導体の外周に位置するスリーブ部材であって、該スリ
ーブ部材は、該外側導体の前記遠位部分の第１の部分が露出される第１の位置と、該外側
導体の該遠位部分の該第１の部分よりも長い第２の部分が露出される第２の位置との間で
、前記長さに沿ってスライド的に可動である、スリーブ部材をさらに備えている、請求項
１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記デバイスが、前記第１の位置において前記スリーブ部材と共に動作されるとき、前
記エネルギは組織の前記目標体積の第１の部分に印加され、該デバイスが、前記第２の位
置において該スリーブ部材と共に動作されるとき、該エネルギは組織の該目標体積の該第
１の部分よりも大きい第２の部分に印加される、請求項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記スリーブ部材は、内径を有する実質的に円筒形の形状の構造であり、該内径は前記
外側導体の外径よりも大きい、請求項２に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記外側導体と同軸的に、該外側導体の外周に位置するスリーブ部材であって、該スリ
ーブ部材は前記長さに沿って、回転的に可動およびスライド的に可動のうちの少なくとも
１つである、スリーブ部材をさらに備えている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　各アパーチャから放射された前記エネルギは実質的に同一である、請求項１に記載のデ
バイス。
【請求項７】
　複数の介在要素Ｍをさらに備え、Ｍは１より大きく、Ｎ以下である整数であり、各介在
要素はあるサイズ、ある形状、および複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャのエ
ッジに実質的に隣接して配置されるエッジを有し、各介在要素は、該複数のアパーチャの
うちの対応するアパーチャと実質的に同一の広がりをもつ面に対してある角度で、前記内
側導体の内側に向かって延びる、請求項１に記載のデバイス。
【請求項８】
　各介在要素の前記サイズ、前記形状および前記角度のうちの少なくとも１つは、前記長
さに沿って放射される前記エネルギの波長に基づく、請求項７に記載のデバイス。
【請求項９】
　各介在要素の前記サイズ、前記形状および前記角度のうちの少なくとも１つは、前記デ
バイスの遠位先端に対する前記複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャの場所に基
づく、請求項７に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記内側導体と前記外側導体とを分離する第１の誘電体材料と、
　各介在要素に関連付けられる誘電性体積であって、各誘電性体積は、該第１の誘電性体
積の誘電率とは異なる誘電率を有する第２の誘電性材料で形成される、誘電性体積と
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　をさらに備えている、請求項７に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記デバイスの遠位先端に位置する短絡要素をさらに備え、該短絡要素は前記内側導体
と前記外側導体とを電気的に接続する、請求項１に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（背景）
　（１．技術分野）
　本開示は、アンテナに関し、より詳細には、組織切除用途における使用に適した漏洩波
アンテナアセンブリを有する電気外科デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　（２．関連技術の議論）
　特定の疾病の治療は、悪性腫瘍の破壊を必要とする。電磁放射は、腫瘍細胞を加熱し破
壊するために使用され得る。治療は、癌性腫瘍が同定された組織に切除プローブを挿入す
ることを含み得る。プローブが位置決定されると、電磁気エネルギがプローブを介して周
囲の組織に伝えられる。
【０００３】
　癌などの疾病の治療において、特定の種類の癌細胞は、通常健康な細胞に有害な温度よ
りわずかに低い上昇温度において変性するために見出される。公知の治療方法（例えば、
温熱療法）は、罹患した細胞を約４１℃まで加熱し、一方で隣接する健康な細胞を不可逆
的な細胞破壊が起きる温度未満に維持するために電磁放射を使用する。これらの方法は、
組織を加熱し、切除し、そして／または凝固するために電磁放射を印加することを含む。
マイクロ波エネルギは、時々、これらの方法を実行するために利用される。組織を加熱す
るために電磁放射を利用する他の手順は、また、組織の凝固、組織の切断および／または
組織の切除を含む。
【０００４】
　電磁放射を利用する電気外科デバイスは、種々の使用および用途のために開発されてき
た。様々な組織上で切断および凝固効果を達成するために、短期間に高エネルギのバース
トを提供するために使用され得る多くのデバイスが入手可能である。切除手順を実行する
ために使用され得る多くの異なる種類の装置が存在する。典型的には、切除手順において
使用するためのマイクロ波装置は、エネルギ供給源として機能するマイクロ波発電機と、
目標組織に方向づけるアンテナアセンブリを有するマイクロ波外科器具とを含む。マイク
ロ波発電機および外科器具は、典型的には、発電機から器具までマイクロ波エネルギを伝
送し、該器具と該発電機との間で制御信号、フィードバック信号および識別信号を通信す
るための複数の導体を有するケーブルアセンブリによって動作可能に連結される。
【０００５】
　マイクロ波エネルギは、典型的には、組織を貫入可能なアンテナアセンブリを介して印
加される。いくつかの種類のマイクロ波アンテナアセンブリ（例えば、モノポール、ダイ
ポールおよびらせん状）が公知である。モノポールアンテナアセンブリおよびダイポール
アンテナアセンブリにおいて、マイクロ波エネルギは、概して、導体の軸から垂直方向に
離れるように放射される。モノポールアンテナアセンブリは、マイクロ波エネルギを伝送
する単一の細長い導体を含む。典型的なダイポールアンテナアセンブリは、２つの細長い
導体を有し、これらの導体は、直線状に整列され、互いに対して、端部間に電気的絶縁体
が間に配置されて、位置決定される。らせん状アンテナアセンブリは、２つの主要な動作
のモードを有し、それらは通常モード（ブロードサイド）および軸方向モード（エンドフ
ァイヤ）である。動作の通常モードにおいて、らせんによって放射される電界はらせん軸
に対する垂直面において最大になる。軸方向モードにおいて、最大放射はらせん軸に沿っ
ている。
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【０００６】
　典型的なマイクロ波伝送線アセンブリは、長い薄型内側導体を有し、該内側導体は、長
手方向伝送線軸に沿って延び、誘電体材料によって囲まれ、誘電体材料の周りが外側導体
によってさらに囲まれ、その結果、外側導体も、また伝送線軸に沿って延びる。アンテナ
の一変形例において、外側導体は、複数の伝送線の長さに沿って複数のスロットを提供さ
れる。この種類の構造は、典型的には、「漏洩同軸」または「漏洩波」アンテナといわれ
る。漏洩波アンテナは、基本的には、導波構造の長さに沿って電力を「漏洩」するように
構成される導波管である。漏洩波アンテナにおいて、マイクロ波信号が導波管構造（すな
わち、伝送線または同軸ケーブル）内部を伝播するとき、マイクロ波信号は外側導体の開
口部を通って「漏洩」し、放射を引き起こす。
【０００７】
　漏洩同軸アンテナの例は、ルーズブレード同軸ケーブルおよびスロット付き同軸ケーブ
ルを含み、これらは、時々、例えば、トンネルまたは建物内で信号を伝送および受信する
ためなどの通信用途のために使用される。典型的なルーズブレード同軸ケーブルは、図１
に示され、内側導体１２０と、内側導体１２０を同軸的に囲む外側導体１５０と、内側導
体と外側導体とを分離する誘電体材料１４０とを含む。ルーズブレード同軸ケーブルの放
射パターンの方向は、図１に曲がった矢印で示されている。スロット付き同軸ケーブルの
例は、図２に示され、中央導体２２０と、円筒形外側導体２６０であって、複数の細長い
スロット２０１Ａ、２０１Ｂおよび２０１Ｃを提供された、円筒形外側導体２６０と、内
側導体と外側導体とを分離する誘電体材料２４０とを含む。図２に示されるスロット付き
同軸ケーブルにおいて、スロット２０１Ａ、２０１Ｂおよび２０１Ｃは、内側導体と２２
０の長手方向軸に沿って長手方向に延びる。図３に示されるスロット付き同軸ケーブルに
おいて、複数のスロット３０１Ａ、３０１Ｂおよび３０１Ｃは、外側導体３６０内に形成
され、その結果、各スロットの長手方向軸は、中央導体３２０の長手方向軸に垂直に延び
る。
【０００８】
　特定の手順の間、マイクロ波エネルギが周囲組織の中に放射される範囲を見積もること
は困難であり得、このことが切除される周囲組織の面積または体積を決定することを困難
にさせる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　（概要）
　本開示は、エネルギを組織の目標体積に方向付けるデバイスに関し、該デバイスは、長
さを有する内側導体と、該長さに沿って、該内側導体を同軸的に囲む外側導体とを含む。
上記外側導体は近位部分と遠位部分とを有する。上記外側導体の遠位部分は、エネルギを
放射するために該外側導体内に画定された多くのアパーチャＮを提供され、Ｎは１より大
きな整数であり、各アパーチャはあるサイズを有し、該外側導体の長手方向軸に対してあ
る角度で拡大する。各アパーチャのサイズおよび角度のうちの少なくとも１つが、遠位部
分に放射されるエネルギが実質的に均一であるように、他のアパーチャＮ－１に対して変
更される。
【００１０】
　本開示は、また、エネルギを組織の目標体積に方向付けるシステムに関し、該システム
は、漏洩波アンテナアセンブリを備え、該漏洩波アンテナアセンブリは、内側導体と外側
導体とを含み、該内側導体と該外側導体とはそれぞれ該漏洩波アンテナアセンブリを介し
て延び、該内側導体は該外側導体内に配置されている。上記外側導体の遠位部分は、エネ
ルギを放射するために外側導体内に画定された多くのアパーチャＮを提供され、Ｎは１よ
り大きな整数であり、各アパーチャはあるサイズを有し、該外側導体の長手方向軸に対し
てある角度で拡大し、各アパーチャの該サイズおよび該角度のうちの少なくとも１つが、
長さに沿って放射されるエネルギが実質的に同一であるように、他のアパーチャＮ－１に
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対して変更される。
【００１１】
　本開示は、また、エネルギを組織の目標体積に方向付ける方法に関し、該方法は、エネ
ルギの送達のために漏洩波アンテナアセンブリを組織の目標体積に位置決定するステップ
を含む。上記方法は、また、エネルギ供給源から該漏洩波アンテナアセンブリにエネルギ
を伝送するステップと、該漏洩波アンテナアセンブリの遠位部分に画定された複数の放射
アパーチャを介して該エネルギを印加するステップであって、該放射アパーチャは、該漏
洩波アンテナアセンブリの長手方向軸に沿ってエネルギを実質的に均一に放射するように
構成されている、ステップとを含む。
【００１２】
　例えば、本発明は以下の項目を提供する。
（項目１）
　エネルギを組織の目標体積に方向付けるデバイスであって、
　長さを有する内側導体と、
　該長さに沿って、該内側導体を同軸的に囲む外側導体であって、該外側導体は近位部分
と遠位部分とを有する、外側導体と
　を備え、
　該外側導体の該遠位部分は、エネルギを放射するために該外側導体内に画定された複数
のアパーチャＮを提供され、Ｎは１より大きな整数であり、各アパーチャはあるサイズを
有し、該外側導体の長手方向軸に対してある角度で延び、各アパーチャの該サイズおよび
該角度のうちの少なくとも１つが、該遠位部分に放射されるエネルギが実質的に均一であ
るように、他のアパーチャＮ－１に対して変更される、デバイス。
（項目２）
　上記外側導体と同軸的に、該外側導体の外周に位置するスリーブ部材であって、該スリ
ーブ部材は、該外側導体の上記遠位部分の第１の部分が露出される第１の位置と、該外側
導体の該遠位部分の該第１の部分よりも長い第２の部分が露出される第２の位置との間で
、上記長さに沿ってスライド的に可動である、スリーブ部材をさらに備えている、上記項
目に記載のデバイス。
（項目３）
　上記デバイスが、上記第１の位置において上記スリーブ部材と共に動作されるとき、上
記エネルギは組織の上記目標体積の第１の部分に印加され、該デバイスが、上記第２の位
置において該スリーブ部材と共に動作されるとき、該エネルギは組織の該目標体積の該第
１の部分よりも大きい第２の部分に印加される、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目４）
　上記スリーブ部材は、内径を有する実質的に円筒形の形状の構造であり、該内径は上記
外側導体の外径よりも大きい、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目５）
　上記外側導体と同軸的に、該外側導体の外周に位置するスリーブ部材であって、該スリ
ーブ部材は上記長さに沿って、回転的に可動およびスライド的に可動のうちの少なくとも
１つである、スリーブ部材をさらに備えている、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目６）
　各アパーチャから放射された上記エネルギは実質的に同一である、上記項目のいずれか
に記載のデバイス。
（項目７）
　複数の介在要素Ｍをさらに備え、Ｍは１より大きく、Ｎ以下である整数であり、各介在
要素はあるサイズ、ある形状、および複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャのエ
ッジに実質的に隣接して配置されるエッジを有し、各介在要素は、該複数のアパーチャの
うちの対応するアパーチャと実質的に同一の広がりをもつ面に対してある角度で、上記内
側導体の内側に向かって延びる、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目８）
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　各介在要素の上記サイズ、上記形状および上記角度のうちの少なくとも１つは、上記長
さに沿って放射される上記エネルギの波長に基づく、上記項目のいずれかに記載のデバイ
ス。
（項目９）
　各介在要素の上記サイズ、上記形状および上記角度のうちの少なくとも１つは、上記デ
バイスの遠位先端に対する上記複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャの場所に基
づく、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目１０）
　上記内側導体と上記外側導体とを分離する第１の誘電体材料と、
　各介在要素に関連付けられる誘電性体積であって、各誘電性体積は、該第１の誘電性体
積の誘電率とは異なる誘電率を有する第２の誘電性材料で形成される、誘電性体積と
　をさらに備えている、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目１１）
　上記デバイスの遠位先端に位置する短絡要素をさらに備え、該短絡要素は上記内側導体
と上記外側導体とを電気的に接続する、上記項目のいずれかに記載のデバイス。
（項目１２）
　エネルギを組織の目標体積に方向付けるシステムであって、
　漏洩波アンテナアセンブリを備え、該漏洩波アンテナアセンブリは、内側導体と外側導
体とを含み、該内側導体と該外側導体とはそれぞれ該漏洩波アンテナアセンブリを通って
延び、該内側導体は該外側導体内に配置され、
　該外側導体の遠位部分は、エネルギを放射するために該外側導体内に画定された複数の
アパーチャＮを提供され、Ｎは１より大きな整数であり、各アパーチャはあるサイズを有
し、該外側導体の長手方向軸に対してある角度で延び、各アパーチャの該サイズおよび該
角度のうちの少なくとも１つが、長さに沿って放射される該エネルギが実質的に同一であ
るように、他のアパーチャＮ－１に対して変更される、システム。
（項目１３）
　各アパーチャから放射される上記エネルギは実質的に同一である、上記項目に記載のシ
ステム。
（項目１４）
　複数の介在要素Ｍをさらに備え、Ｍは１より大きく、Ｎ以下である整数であり、各介在
要素はあるサイズ、ある形状、および複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャのエ
ッジに実質的に隣接して配置されるエッジを有し、各介在要素は、該複数のアパーチャの
うちの対応するアパーチャと実質的に同一の広がりをもつ面に対してある角度で、上記内
側導体の内側に向かって延びる、上記項目のいずれかに記載のシステム。
（項目１５）
　各介在要素の上記サイズ、上記形状および上記角度のうちの少なくとも１つは、上記漏
洩波アンテナアセンブリによって放射される上記エネルギの波長に基づく、上記項目のい
ずれかに記載のシステム。
（項目１６）
　各介在要素の上記サイズ、上記形状および上記角度のうちの少なくとも１つは、上記デ
バイスの遠位先端に対する上記複数のアパーチャのうちの対応するアパーチャの場所に基
づく、上記項目のいずれかに記載のシステム。
（項目１７）
　上記漏洩波アンテナアセンブリは、
　上記内側導体と上記外側導体とを分離する第１の誘電体材料と、
　各介在要素に関連付けられる誘電性体積であって、各誘電性体積は、該第１の誘電性体
積の誘電率とは異なる誘電率を有する第２の誘電性材料で形成される、誘電性体積と
　をさらに備えている、上記項目のいずれかに記載のシステム。
（項目１８）
　近位端と遠位端とを有し、マイクロ波エネルギの伝送に適した伝送線をさらに備え、該
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伝送線の近位端は、マイクロ波エネルギ供給源に連結され、該伝送線の遠位端は、上記漏
洩波アンテナアセンブリの近位端と連絡する、上記項目のいずれかに記載のシステム。
（項目１９）
　エネルギを組織の目標体積に方向付ける方法であって、
　エネルギの送達のために漏洩波アンテナアセンブリを組織の目標体積に位置決定するス
テップと、
　エネルギ供給源から該漏洩波アンテナアセンブリにエネルギを伝送するステップと、
　該漏洩波アンテナアセンブリの遠位部分に画定された複数の放射アパーチャを介して該
エネルギを印加するステップであって、該放射アパーチャは、該漏洩波アンテナアセンブ
リの長手方向軸に沿ってエネルギを実質的に均一に放射するように構成されている、ステ
ップと
　を包含する、方法。
（項目２０）
　上記放射アパーチャの少なくとも１つのサブセットは、上記漏洩波アンテナアセンブリ
の長手方向軸に対して様々な角度で延びる、上記項目に記載の方法。
【００１３】
　（摘要）
　エネルギを組織の目標体積に方向付けるデバイスであって、該デバイスは、長さを有す
る内側導体と、該長さに沿って、該内側導体を同軸的に囲む外側導体とを含む。上記外側
導体は近位部分と遠位部分とを有する。上記外側導体の遠位部分は、エネルギを放射する
ために該外側導体内に画定された多くのアパーチャＮを提供され、Ｎは１より大きな整数
であり、各アパーチャはあるサイズを有し、該外側導体の長手方向軸に対してある角度で
拡大する。各アパーチャのサイズおよび角度のうちの少なくとも１つが、遠位部分に放射
されるエネルギが実質的に均一であるように、他のアパーチャＮ－１に対して変更される
。
【００１４】
　本明細書で開示される漏洩波アンテナアセンブリの目的および特徴は、本明細書の様々
な実施形態の説明が添付の図面を参照して読まれるとき、当業者に明らかになる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、従来技術のルーズブレード同軸ケーブルの斜視図である。
【図２】図２は、従来技術のスロット付き同軸ケーブルの斜視図である。
【図３】図３は、別の従来技術のスロット付き同軸ケーブルの斜視図である。
【図４】図４は、本開示の実施形態に従う漏洩波アンテナアセンブリの斜視図である。
【図５】図５は、本開示に従う漏洩波アンテナアセンブリの別の実施形態の斜視図である
。
【図６】図６は、本開示に従う漏洩波アンテナアセンブリの別の実施形態の斜視図である
。
【図７】図７は、本開示の実施形態に従う、外側導体から内側に延びる介在要素を有する
ように構成された漏洩波アンテナアセンブリの斜視図である。
【図８Ａ】図８Ａは、本開示の実施形態に従う、図７の詳細図の示された領域の拡大図で
ある。
【図８Ｂ】図８Ｂは、本開示の別の実施形態に従う、図７の詳細図の示された領域の拡大
図である。
【図９】図９は、本開示に従う、外側導体から内側に延びる介在要素を有するように構成
された漏洩波アンテナアセンブリの別な実施形態の斜視図である。
【図１０】図１０は、本開示の実施形態に従う、外側導体から内側に延びる介在要素を有
する、図５に示される漏洩波アンテナアセンブリの斜視図である。
【図１１】図１１は、本開示の実施形態に従う、外側導体から内側に延びる介在要素を有
する、図６に示される漏洩波アンテナアセンブリの斜視図である。
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【図１２Ａ】図１２Ａおよび１２Ｂは、本開示の実施形態に従う、スリーブ部材を含む漏
洩波アンテナアセンブリの概略図である。
【図１２Ｂ】図１２Ａおよび１２Ｂは、本開示の実施形態に従う、スリーブ部材を含む漏
洩波アンテナアセンブリの概略図である。
【図１３】図１３は、本開示の別の実施形態に従う、スリーブ部材を含む漏洩波アンテナ
アセンブリの概略図である。
【図１４】図１４は、本開示の実施形態に従う、エネルギを組織の目標体積に方向付ける
方法を示すフローチャートである。
【図１５】図１５は、らせん状アンテナの基本的な幾何学形状を示す概略図である。
【図１６】図１６は、本開示の実施形態に従う、漏洩波アンテナアセンブリおよびらせん
状アンテナアセンブリを含むデュアルアンテナアセンブリを示す概略図である。
【図１７】図１７は、ＩＩ－ＩＩに沿ってとられた図１６に示されるらせん状アンテナア
センブリの一部の斜視図である。
【図１８】図１８は、図１７に示されるらせん状アンテナ放射セクションの断面図である
。
【図１９】図１９は、本開示の実施形態に従う、誘電体材料がらせん状アンテナ要素の内
部に位置するように示された図１７のらせん状アンテナ放射セクションの断面図である。
【図２０】図２０は、本開示の実施形態に従う、デュアルアンテナアセンブリを示す概略
図である。
【図２１】図２１は、本開示の実施形態に従う、漏洩波アンテナアセンブリおよびマイク
ロストリップアンテナアセンブリを含むデュアルアンテナアセンブリの斜視図である。
【図２２】図２２は、図２１のデュアルアンテナアセンブリの遠位部分の断面図である。
【図２３】図２３は、本開示の実施形態に従う、エネルギを組織の目標体積に方向付ける
方法を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下では、本開示された漏洩波アンテナアセンブリの実施形態が添付の図面を参照して
記述される。図面の記述全体を通して、同様な参照番号は同様なあるいは同等な要素を参
照し得る。
【００１７】
　電磁エネルギは、通常、エネルギの増加順つまり波長の減少順に、電波、マイクロ波、
赤外線、可視光線、紫外線、Ｘ線およびガンマ線に分類される。本明細書で使用されるよ
うに、用語「マイクロ波」は、一般に、周波数範囲が３００メガヘルツ（ＭＨｚ）（３×
１０８サイクル／秒）から３００ギガヘルツ（ＧＨｚ）（３×１０１１サイクル／秒）の
電磁波をいう。本明細書で使用されるように、用語「剥離手術」は、一般に、マイクロ波
剥離あるいはマイクロ波剥離アシスト切除のような任意の剥離手術をいう。本明細書で使
用されるように、用語「送信線」は、一般に、１点から他の点に信号を伝播するために使
用され得る任意の送信媒体をいう。
【００１８】
　本開示の様々な実施形態が、組織を治療するための電気的外科手術装置、および電磁放
射を目的体積に向けるための方法を提供する。実施形態は、マイクロ波周波数あるいは他
の周波数において電磁放射を使用して実装され得る。様々な実施形態によると、漏洩波ア
ンテナアセンブリは、漏洩波アンテナアセンブリの長手方向軸に沿って実質的に均一なエ
ネルギを放射することができる。複数の漏洩波アンテナアセンブリが様々に編成された構
成に採用され得る。例えば、複数の漏洩波アンテナアセンブリが互いに平行に配置され得
、組織の目的体積を実質的に同時に剥離する。
【００１９】
　本開示された漏洩波アンテナアセンブリの様々な実施形態は、マイクロ波剥離および、
マイクロ波剥離アシスト外科切除のための凝固した組織の用途に適している。本明細書の
以下に記述された様々な方法は、マイクロ波剥離および目的組織の完全な破壊を目標にし
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ているが、電磁放射を向ける方法は、目的組織が部分的に破壊あるいは損傷される、例え
ば心臓組織内の電気的インパルスの伝導を防ぐためのような、他の治療にも用いられ得る
ことを理解すべきである。
【００２０】
　図４は、本開示の１つの実施形態による漏洩波アンテナアセンブリを示す。図４を参照
すると、漏洩波アンテナアセンブリ４００は、長さ「Ｌ」を有する内側導体４２０および
、長さ「Ｌ」に沿って同軸に内側導体４２０を囲む外側導体４６０を含む。漏洩波アンテ
ナアセンブリ４００は、内側導体４２０および外側導体４６０を分離する誘電体材料４４
０を含み得る。誘電体材料４４０は、セラミック、水、マイカ、ポリエチレン、ガラスあ
るいは金属酸化物を含み得る。漏洩波アンテナアセンブリ４００は、内側導体４２０と外
側導体４６０とを電気的に接続するための、ソルダキャップ、金属の板あるいはワイヤの
ような、装置の遠位端に配置された電気的短絡要素（示されない）を含み得る。
【００２１】
　外側導体４６０の遠位部分に、放射エネルギのために複数のアパーチャが提供され得る
。アパーチャは、外側導体４６０の遠位部分の長手方向軸に沿って実質的に均一なエネル
ギを放射するように構成されている（例えば、漏洩波アンテナアセンブリ４００を囲む目
的組織体積に均一な切除を提供する）。
【００２２】
　図４に示された漏洩波アンテナアセンブリ４００において、それぞれのアパーチャのサ
イズは、漏洩波アンテナアセンブリ４００の遠位先端に関するそれぞれのアパーチャの位
置に基づいている。アパーチャの数、形状、サイズ、角度および相対間隔は、図４に図示
された構成によって変化させられ得る。図示された実施形態において、アパーチャのそれ
ぞれ（本明細書で、スロット４０１、４０２、４０３および４０４という）は、異なるサ
イズを有し、中央導体４２０の長手方向軸に平行に、長手方向に延びる。スロット４０１
、４０２、４０３および４０４は、サイズの大きくなる順に外側導体４６０の遠位部分の
長さに沿って配置される。これは、大きなスロットほど一般により大きく電流を摂動する
ので、放射を増加し得る。
【００２３】
　漏洩波アンテナアセンブリ４００は、軸方向に硬くあり得、組織貫入を可能にする。漏
洩波アンテナアセンブリ４００は、直径が十分に小さくあり得、体への最小限の侵襲性で
あり、体へのより侵襲性の貫入に対して必要とされる可能性のある、患者の準備時間を減
少する。漏洩波アンテナアセンブリ４００は、組織の貫入を容易にするように有利に大き
さが決められ形状が決められる、先端部分を含み得る。漏洩波アンテナアセンブリ４００
の近位端は、漏洩波アンテナアセンブリ４００をマイクロ波エネルギ源に接続する送信線
に結合され得る。
【００２４】
　図５は、漏洩波アンテナアセンブリの他の実施形態を示す。図５に示された漏洩波アン
テナアセンブリ５００は、内側導体５２０および、同軸に内側導体５２０を囲む外側導体
５６０を含み、内側導体５２０および外側導体５６０を分離する誘電体材料５４０を含み
得る。誘電体材料５４０は、強誘電体材料を含み得る。外側導体５６０の遠位部分には、
エネルギを放射するための複数のアパーチャが提供されている。アパーチャは、外側導体
５６０の遠位部分の長手方向軸に沿って、実質的に均一なエネルギを放射するように構成
されている。漏洩波アンテナアセンブリ５００において、ガイド構造の内側の電流の高い
摂動を引き起こす位置にそれぞれのアパーチャを配置することによって、つまり電流を横
切って、高い数の電流線が切断され摂動されるようにして、放射が増加され得る。
【００２５】
　それぞれのアパーチャおよび漏洩波アンテナアセンブリ５００のサイズは、漏洩波アン
テナアセンブリ５００の遠位先端に関するそれぞれのアパーチャの配置、および中央導体
５２０の長手方向軸に関するそれぞれのアパーチャの角度のうちの少なくとも１つに基づ
いている。アパーチャの数、形状、サイズ、角度および相対間隔は、図５に図示された構
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成によって変化され得る。１つの実施形態において、アパーチャのそれぞれから放射され
たエネルギは、実質的に同じである。
【００２６】
　図５に示された漏洩波アンテナアセンブリ５００において、アパーチャ（本明細書では
、第１、第２、第３、第４および第５のスロット５０１、５０２、５０３、５０４、５０
５とそれぞれ言う）は、それぞれ異なるサイズを有している。この実施形態において、第
１、第２、第３、第４および第５のスロット５０１、５０２、５０３、５０４、５０５は
、サイズの大きくなる順に外側導体５６０の遠位部分の長さに沿って配置され、最小の開
口部である第１のスロット５０１が外側導体５６０の遠位部分の遠位端から最も離れて配
置されており、かつ、最大の開口部である第５スロット５０５は、遠位端に最も近く配置
されている。
【００２７】
　第１、第３および第５スロット５０１、５０３および５０５は、中央導体５２０の長手
方向軸に関して実質的に同じ角度で第１の方向に、長手方向に延びる。第２および第４の
スロット５０２および５０４は、中央導体５２０の長手方向軸に関して実質的に同じ角度
で第２の方向に、長手方向に延びる。マイクロ波信号が漏洩波アンテナアセンブリ５００
の内側に伝播するとき、それは第１、第２、第３、第４および第５のスロット５０１、５
０２、５０３、５０４および５０５を通って「漏れ」出し、外側導体５６０の遠位部分の
長手方向軸に沿って実質的に均一な放射を生じる。
【００２８】
　図６は、漏洩波アンテナアセンブリの他の実施形態を示しており、内側導体６２０およ
び、内側導体６２０を同軸に囲んでいる外側導体６６０を含む。外側導体６６０の遠位部
分には、エネルギを放射するための複数のアパーチャが提供されている。アパーチャ（本
明細書では、第１、第２、第３、第４、第５および第６のスロット６０１、６０２、６０
３、６０４、６０５および６０６という）は、外側導体６６０の長手方向軸に沿って、実
質的に均一なエネルギを放射するように構成されている。この実施形態において、第１、
第２、第３、第４、第５および第６のスロット６０１、６０２、６０３、６０４、６０５
および６０６のそれぞれは、実質的に同じサイズである。漏洩波アンテナアセンブリ６０
０は、内側導体６２０および外側導体６６０を分離している誘電体材料６４０を含む。
【００２９】
　図６に示された漏洩波アンテナアセンブリ６００において、実質的に同じサイズの第１
、第２、第３、第４、第５および第６のスロット６０１、６０２、６０３、６０４、６０
５および６０６のそれぞれは、中央導体６２０の長手方向軸に関して異なる角度で、長手
方向に延びる。例えば、第６スロット６０６の長手方向軸は、中央導体６２０の長手方向
軸に実質的に垂直に延びており、ここで、第１スロット６０１の長手方向軸は、中央導体
６２０の長手方向軸にほぼ平行である。マイクロ波信号が漏洩波アンテナアセンブリ６０
０の内側に伝播するとき、それは、第１、第２、第３、第４、第５および第６のスロット
６０１、６０２、６０３、６０４、６０５および６０６を通って「漏れ」出し、外側導体
６６０の遠位部分の長手方向軸に沿って実質的に均一な放射を生じさせる。
【００３０】
　図７は、漏洩波アンテナアセンブリの他の実施形態を示しており、内側導体７２０、内
側導体を同軸に囲んでいる外側導体７６０、およびエネルギを放射するための複数のアパ
ーチャ（本明細書では、スロット７０１、７０２、７０３および７０４とそれぞれいう）
を含み、内側および外側導体を分離する誘電体材料７４０を含み得る。漏洩波アンテナア
センブリ７００は、図４に例示された漏洩波アンセナアセンブリ４００と同様であるが、
漏洩波アンテナアセンブリ７００は、外側導体７６０から内側方向に延びている介在要素
７１１、７１２、７１３および７１４をさらに含んでいる。それぞれの介在要素７１１、
７１２、７１３および７１４は、スロット７０１、７０２、７０３あるいは７０４のうち
の対応する１つと実質的に共延している平面に対してある角度で、内側導体７２０に向か
って内側方向に延びている。
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【００３１】
　介在要素７１１、７１２、７１３および７１４のそれぞれは、サイズ、形状、およびス
ロット７０１、７０２、７０３あるいは７０４のうちの対応する１つの縁の実質的に近傍
に配置された縁を有している。それぞれの介在要素７１１、７１２、７１３および７１４
のサイズ、形状、および／または、角度は、外側導体７６０に沿って放射されるべきエネ
ルギの波長に基づき得る。それぞれの介在要素７１１、７１２、７１３および７１４のサ
イズ、形状、および／または、角度は、漏洩波アンテナアセンブリ７００の遠位先端に関
して、スロット７０１、７０２、７０３あるいは７０４のうちの対応する１つの位置に基
づき得る。
【００３２】
　図８Ａは、図７に例示されたスロット７０１および介在要素７１１の拡大図であり、ス
ロット７０１および介在要素７１１のサイズ例とともに示されている。スロット７０１は
、長さ「Ｌ１」および幅「Ｗ１」を有しており、介在要素７１１は、長さ「Ｌ２」および
幅「Ｗ１」を有している。介在要素７１１とスロット７１０の対応する１つと実質的に共
延する平面とのなす角度は、「Ａ」とラベルされた弧によって示されている。図７に示さ
れた漏洩波アンテナアセンブリ７００において、介在要素７１１、７１２、７１３および
７１４のそれぞれは、等しい幅「Ｗ１」を有しており、介在要素７１１および７１３の第
１のサブセットは、等しい長さ「Ｌ２」を有し、介在要素７１２および７１４の第２のサ
ブセットは、介在要素の第１のセットの長さ「Ｌ２」とは異なる等しい長さを有している
。アパーチャおよび介在要素の長さおよび幅は、図７および図８Ａに図示された構成によ
り変化し得る。
【００３３】
　図８Ｂは、図７に例示されたスロット７０１および介在要素７１１の拡大図であり、上
面８０１、上面８０１に対向する下面８０２、第１の側面８１１、第２の側面８１２、お
よび第３の側面８１３を有する誘電体ポケット「Ｐ」とともに示されている。例示された
実施形態では、誘電体ポケット「Ｐ」は、くさび様の形状を有しており、第１および第２
の側面８１１、８１２のそれぞれは、実質的に長方形の形状であり、第１の側面８１１は
長さ「Ｌ１」および幅「Ｗ１」を有し、第２の側面８１２は、長さ「Ｌ２」および幅「Ｗ

１」を有している。誘電体ポケット「Ｐ」の形状および体積は、図８Ｂに図示された構成
によって変化させられ得る。
【００３４】
　誘電体ポケット「Ｐ」は、誘電体材料７４０の誘電率とは異なる誘電率を有する材料か
ら形成され得る。例えば、誘電体ポケット「Ｐ」は、誘電体材料７４０の誘電率よりも高
い誘電率の材料から形成され得、これは、より多くの電界を誘電体ポケット「Ｐ」の体積
の内部に集中させる傾向にあり得る。誘電体ポケット「Ｐ」は、誘電体材料７４０の誘電
率よりも低い誘電率の材料から形成され得、これは、誘電体ポケット「Ｐ」の体積の内部
の電界を少なくする傾向にあり得る。誘電体ポケット「Ｐ」は、漏洩波アンテナアセンブ
リ７００の漏洩作用の均一性を補助するように構成され得る。例えば、介在要素のそれぞ
れの幅は、スロット７０１、７０２、７０３および７０４の幅「Ｗ１」に対してより大き
く、より小さく、および／または、実質的に等しくなり得る。本明細書では、あるアパー
チャは介在要素とともに提供されなくてもよく、および／または、あるアパーチャは複数
の介在要素とともに提供されてもよいことが意図されている。介在要素は、アパーチャお
よび介在要素が共通に形成されるように、例えば、外側導体７６０の材料のパンチング、
折り曲げ、および／または、切断によって、外側導体７６０と一体化されて形成され得る
。代わりに、介在要素は、任意の適切な導電性材料から別々に製造され、外側導体７６０
の内側直径面に、例えば、はんだあるいは接着剤によって取り付けられ得る。
【００３５】
　図９は、漏洩波アンテナアセンブリの他の実施形態を示しており、内側導体９２０、内
側導体を同軸に囲んでいる外側導体９６０、およびエネルギを放射するための複数のアパ
ーチャ（本明細書では、それぞれ第１、第２、第３および第４のスロット９０１、９０２
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、９０３および９０４という）を含む。漏洩波アンテナアセンブリ９００は、内側および
外側導体を分離する誘電体材料９４０を含み得る。漏洩波アンテナアセンブリ９００は、
また、図４に例示された漏洩波アンテナアセンブリ４００と同様であるが、漏洩波アセン
ブリ９００は、外側導体９６０から内側方向に延びている介在要素９１１、９１２、９１
３および９１４をさらに含んでいる。介在要素９１１、９１２、９１３および９１４は、
図７に示された介在要素７１１、７１２、７１３および７１４と同様であるが、介在要素
９１１、９１２、９１３および９１４は、スロット９０１、９０２、９０３および９０４
の近位縁の実質的近傍に、つまり、図７に示されたその遠位縁の代わりに、それぞれ配置
されている。漏洩波アセンブリ９００は、例えば、図８Ｂに示された誘電体ポケット「Ｐ
」に類似の誘電体ポケット（示されていない）を含み得、誘電体ポケットは、誘電体材料
９４０の誘電率とは異なる誘電率を有する材料で形成され得る。
【００３６】
　図１０は、漏洩波アンテナアセンブリのなおも他の実施形態を示しており、内側導体１
０２０、内側導体を同軸に囲んでいる外側導体１０６０、エネルギを放射するための複数
のアパーチャ（本明細書では、それぞれ第１、第２、第３、第４および第５のスロット１
００１、１００２、１００３、１００４および１００５という）を含み、外側および内側
導体を分離する誘電体材料１０４０を含み得る。漏洩波アンテナアセンブリ１０００は、
外側導体１０２０から内側方向に延びるいくつかの介在要素１０１１、１０１２、１０１
３、１０１４および１０１５をさらに含む。この実施形態においては、介在要素１０１１
、１０１２、１０１３、１０１４および１０１５は、異なるサイズをそれぞれ有している
。
【００３７】
　図１０に示された漏洩波アンテナアセンブリ１０００において、第１、第２、第３、第
４および第５のスロット１００１、１００２、１００３、１００４および１００５のそれ
ぞれは、中央導体１０２０の長手方向軸に対して異なる角度で、長手方向に延びる。介在
要素１０１１、１０１２、１０１３および１０１４の第１のサブセットは、スロット１０
０１、１００２、１００３および１００４の遠位縁の実質的近傍にそれぞれ配置されてお
り、第２のサブセット、つまり介在要素１０１５はスロット１００５の近位縁の実質的近
傍に配置されている。漏洩波アセンブリ１０００は、例えば、図８Ｂに示された誘電体ポ
ケット「Ｐ」に類似の誘電体ポケット（示されていない）を含み得、誘電体ポケットは、
誘電体材料１０４０の誘電率とは異なる誘電率を有する材料で形成され得る。
【００３８】
　図１１は、漏洩波アンテナアセンブリのなおも他の実施形態を示しており、内側導体１
１２０、内側導体を同軸に囲んでいる外側導体１１６０、およびエネルギを放射するため
の複数のアパーチャ（本明細書では、それぞれ、スロット１１０１、１１０２、１１０３
、１１０４、１１０５および１１０６という）を含み、内側導体と外側導体とを分離する
誘電体材料１１４０を含み得る。漏洩波アンテナアセンブリ１１００は、外側導体１１２
０から内側方向に延びるいくつかの介在要素１１１１、１１１２、１１１３、１１１４、
１１１５および１１１６をさらに含む。
【００３９】
　それぞれの介在要素１１１１、１１１２、１１１３、１１１４、１１１５および１１１
６は、スロット１１０１、１１０２、１１０３、１１０４、１１０５および１１０６と実
質的に共延している平面に対してある角度で、内側導体１１２０に向かって内側方向に延
びている。それぞれの介在要素１１１１、１１１２、１１１３、１１１４、１１１５およ
び１１１６のサイズ、形状、および／または、角度は、外側導体１１６０に沿って放射さ
れるべきエネルギの波長に基づき得る。それぞれの介在要素１１１１、１１１２、１１１
３、１１１４、１１１５および１１１６のサイズ、形状、および／または、角度は、漏洩
波アンテナアセンブリ７００の遠位先端に関してスロット１１０１、１１０２、１１０３
、１１０４、１１０５および１１０６のうちの対応する１つの位置に基づき得る。マイク
ロ波信号が漏洩波アンテナアセンブリ１１００の内側を伝播するとき、それはスロット１
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１０１、１１０２、１１０３、１１０４、１１０５および１１０６を通って「漏れ」出し
、外側導体１１６０の遠位部分の長手方向軸に沿って実質的に均一な放射を生じる。漏洩
波アセンブリ１１００は、例えば、図８Ｂに示された誘電体ポケット「Ｐ」に類似の誘電
体ポケット（示されていない）を含み得、誘電体ポケットは、誘電体材料１１４０の誘電
率とは異なる誘電率を有する材料で形成され得る。
【００４０】
　図１２Ａおよび１２Ｂは、外側導体１２６０の近傍の周辺で、外側導体１２６０に同軸
に配置された可動スリーブ部材１２２０を含む漏洩波アンテナアセンブリ１２００を示す
。スリーブ部材１２２０は、漏洩波アンテナアセンブリ１２００の周辺に沿って、外側導
体１２６０の遠位部分の第１部分１２４０Ａが露出されている第１部分と、外側導体１２
６０の遠位部分の第１部分１２４０Ａより大きい第２部分１２４０Ｂが露出されている第
２部分との間で、スライド可能に可動なように適合されている。例えは、スリーブ部材１
２２０が、図１２Ａに示された第１の位置にあるとき、アパーチャ１２０１、１２０２お
よび１２０３の第１のセットが露出され、スリーブ部材１２２０が、図１２Ｂに示された
第２の位置にあるとき、アパーチャ１２０１、１２０２、１２０３、１２０４および１２
０５の第２のセットが露出される。漏洩波アンテナアセンブリ１２００が第１の位置にあ
るスリーブ部材と動作中の場合、エネルギは、組織「Ｔ」の目的体積の第１部分に与えら
れ、漏洩波アンテナアセンブリ１２００が第２の位置にあるスリーブ部材１２２０と動作
中の場合、エネルギは、組織「Ｔ」の目的体積の第１部分よりも大きい第２部分に与えら
れる。
【００４１】
　図１２Ａおよび１２Ｂに示されたスリーブ部材１２２０は、内径「Ｄ１」を有する実質
的に円筒形状構造であり、内径「Ｄ１」は、外側導体１２６０の外形内径「Ｄ０」よりも
大きい。スリーブ部材１２２０は、様々な位置にスライド可能に可動であり、任意の適切
な数のアパーチャが露出され得る。露出されるべきアパーチャの数は、例えは、治療され
るべき目的組織の体積、所望の処置、放射されるべきエネルギの波長、およびアパーチャ
の形状および寸法のような、様々なファクタに基づき得る。
【００４２】
　図１３は、外側導体１３６０の近傍の周辺で、外側導体１３６０に同軸に配置された可
動スリーブ部材１３２０を含む漏洩波アンテナアセンブリ１３００を示す。スリーブ部材
１３２０は、漏洩波アンテナアセンブリ１３００の周辺に沿って、様々な位置あるいは様
々な回転位置に回転可能に可動で、かつスライド可能に可動であるように適合され、回転
角度によってスロット開口部を変化させる。スリーブ部材１３２０は、複数のアパーチャ
１３２１、１３２２、１３２３、１３２４および１３２５を含み、任意の適切な数のスロ
ット開口部が露出され得るように、外側導体１３６０に対して配置され得る。例えば、ス
リーブ部材１３２０は、アパーチャ１３２１、１３２２、１３２３、１３２４および１３
２５が、外側導体１３６０のスロット１３０１、１３０２、１３０３、１３０４および１
３０５に整列してそれぞれ配置され漏洩波開口部を生成するように、可動である。スリー
ブ部材１３２０のアパーチャの数、形状およびパターンは、図１３に図示された構成によ
り変化し得、例えば、特定のアンテナ堆積パターンに対して、ユーザによって選択され得
る。
【００４３】
　図１４は、エネルギを組織の目的体積に方向付ける方法を例示するフローチャートであ
る。ステップ１４１０において、漏洩波アンテナアセンブリ（例えば４００）が組織の目
的体積にエネルギを送達するために配置される。漏洩波アンテナアセンブリ４００は、直
接組織内に挿入され（例えば、図１２Ａおよび１２Ｂに示されたように）、臨床医による
手術の間に内腔（例えば、静脈、体内に配置された針あるいはカテーテル）を通って挿入
され、あるいは、当該分野で公知の他の適切な方法によって体内に配置され得る。
【００４４】
　ステップ１４２０において、エネルギ源からのエネルギは、漏洩波アンテナアセンブリ



(14) JP 2010-194317 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

に送信される。例えば、エネルギ源は、出力信号を発生するための任意の適切な電気外科
手術用発生器であり得る。１つの実施形態においては、エネルギ源はマイクロ波エネルギ
源である。
【００４５】
　ステップ１４３０において、エネルギは複数の放射アパーチャ（例えば、漏洩波アンテ
ナアセンブリの遠位部分において、４０１、４０２、４０３および４０４）を通って与え
られる。放射アパーチャ４０１、４０２、４０３および４０４は、エネルギを漏洩波アン
テナアセンブリ４００の長手方向軸に沿って放射するように構成されている。例えば、そ
れぞれのアパーチャのサイズ、および／または、漏洩波アンテナアセンブリ４００の内側
導体４２０に対する角度は、他のアパーチャに関係して変化され得、漏洩波アンテナアセ
ンブリ４００に沿って放射されたエネルギが実質的に均一になる。例えば、放射アパーチ
ャの少なくとも１つのサブセットは、漏洩波アンテナアセンブリの長手方向軸に対して異
なる角度で延び得る。それぞれのアパーチャのサイズ、および／または、内側導体４２０
に対する角度は、他のアパーチャに関係して変化させられ得、漏洩波アンテナアセンブリ
４００に沿って放射されたエネルギが、実質的に洋ナシ形状、砂時計形状あるいは他の形
状を有し得る。
【００４６】
　典型的ならせん状アンテナが図１５に示され、該らせん状アンテナは、軸１５２０を有
し、伝導接地平面１５１０によって支持されたらせんを形成するようにコイル状にされた
伝導ワイヤ１５００を含む。らせん状アンテナを画定する基本的な幾何学形状パラメータ
は、らせんの直径Ｄと円周Ｃとを含み、Ｃ＝πＤであり、らせんの巻きの数はＮであり、
巻き間の中心間間隔はＳであり、ピッチ角はαであり、α＝ａｒｃｔａｎ（Ｓ／πＤ）で
あり、らせんの軸長はＡであり、Ａ＝Ｎ×Ｓである。らせんの円周が、軸長および波長に
比べて小さい場合には、らせん状アンテナは通常モードで放射する（ダイポールアンテナ
に類似）。らせんの円周が約１波長である場合には、らせん状アンテナは、軸方向モード
で動作する。典型的には、Ｃ＜０．４λ（λは波長である）の場合、らせん状アンテナは
通常モードで放射し、ほぼ０．７５λ＜Ｃ＜１．３λの場合に軸方向モードで放射する。
【００４７】
　図１６は、漏洩波アンテナアセンブリおよびらせん状アンテナアセンブリを含むデュア
ルアンテナアセンブリの実施形態を示す。図１６に示される漏洩波アンテナアセンブリ１
６５０は、図４の漏洩波アンテナアセンブリ４００に類似し、そのさらなる説明は簡潔さ
の観点で省略される。図１６に示されるらせん状アンテナアセンブリ１６９０は、らせん
状アンテナ放射セクション１６６０と先端部分１６６５とを含む。部分１６６５は、組織
を貫入するように構成されている。図１６に示される先端部分１６６５の表面がほぼ平坦
であるが、様々な実施形態に従う先端部分１６６５の表面は、湾曲し得るか、または平坦
部分、傾斜部分もしくは湾曲部分の組み合わせを含み得る。先端部分１６６５の形状およ
びサイズは、図１６に描かれる構成から変更され得る。らせん状アンテナ放射セクション
１６６０は、らせん状アンテナ要素１６１０を含む。
【００４８】
　図１７は、線ＩＩ－ＩＩに沿ってとられた図１６のらせん状アンテナアセンブリの一部
を示す。図１７を参照すると、らせん状アンテナ放射セクション１６６０は遠位端１７６
４を含む。らせん状アンテナアセンブリ１６００は、軸方向モードで動作され得、組織の
目標体積の第１の部分上で手順を行い、組織の第１の部分は、らせん状アンテナアセンブ
リ１６００の端部１７６４に対して遠位に位置する。らせん状アンテナアセンブリ１６０
０は、通常モードで動作され得、組織の目標体積の第２の部分上で第２の手順を行い、第
２の部分は、アンテナ放射セクション１６６０に実質的に隣接して位置する。動作の軸方
向モードと通常モードとのさまざまなシーケンスが、らせん状アンテナアセンブリ１６０
０の特定の用途に依存して利用され得る。
【００４９】
　らせん状アンテナ放射セクション１６６０は、らせん状アンテナ要素１６１０と同軸的
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にらせん状アンテナ要素１６１０の外周に位置するスリーブ部分１７２１と、らせん状ア
ンテナ要素１６１０の内部に位置する空洞１７８０とをさらに含む。一実施形態において
、スリーブ部分１７２１は、誘電体材料で形成され、可変誘電率または調整可能な誘電率
を有する材料を含み得、その結果、実効波長は動作の軸方向モードと通常モードとの間で
変わる。
【００５０】
　図１８は、図１７のらせん状アンテナ放射セクションの断面図である。図１８は、らせ
ん状アンテナ放射セクション１６００を示し、該らせん状アンテナ放射セクション１６０
０は第１の誘電体材料１７２１によって囲まれるらせん状アンテナ要素１６１０を含む。
第１の誘電体材料１７２１は、強誘電性誘電体材料を含み得、この強誘電性誘電体材料を
介して、印加されたＤＣ電圧が電力沈着の深度および広がりの制御を可能にし得る。
【００５１】
　図１９は、図１７のらせん状アンテナ放射セクションの断面図であり、誘電体材料がら
せん状アンテナ要素の内部に位置するように示される。らせん状アンテナ放射セクション
１８００は、図１８に示されるアンテナ放射セクション１６００と類似しているが、らせ
ん状アンテナ放射セクション１８００が空洞１７８０の代わりにらせん状アンテナ要素１
６１０の内部に配置される第２の誘電体材料１８８０を含むことのみが異なる。第２の誘
電体材料１８８０は、強誘電性誘電体材料を含み得る。
【００５２】
　図２０は、デュアルアンテナアセンブリの別の実施形態を示す。図２０に示されるデュ
アルアンテナアセンブリ１９００は、近位部分１９５０と遠位部分１９８０とを含む。近
位部分１９５０は、複数のスロット１９０１、１９０２、１９０３、１９０４および１９
０５を有する漏洩波アンテナアセンブリを含む。遠位部分１９８０は、ダイポールまたは
モノポールアンテナアセンブリのいずれかを含む。図２０の矢印は、近位部分１９５０に
沿った漏洩放射および遠位部分１９８０上でのダイポール（またはモノポール）放射を示
す。
【００５３】
　図２１は、デュアルアンテナアセンブリのさらに別の実施形態を示す。デュアルアンテ
ナアセンブリ２０００は、漏洩波アンテナアセンブリ２０５０とマイクロストリップ２０
７０とを含む。漏洩波アンテナアセンブリ２０５０は、エネルギを放射するための複数の
スロット２００１、２００２、２００３および２００４を提供された外側導体２０６０と
、内側導体２０２０とを含む。マイクロストラップアンテナアセンブリ２０７０は、漏洩
波アンテナアセンブリ２０５０の外側導体２０６０に電気的に接続された下部導体２０６
６と、漏洩波アンテナアセンブリ２０５０の内側導体２０２０に電気的に接続された中央
導体２０２２とを含む。
【００５４】
　図２２は、図２１に示されるデュアルアンテナアセンブリの遠位部分の断面図である。
図２２に示されるように、誘電体材料２０３０が下部導体２０６６に隣接して配置される
。
【００５５】
　図２３は、エネルギを組織の目標体積に方向付ける方法を示すフローチャートである。
ステップ２３１０において、デュアルアンテナアセンブリ（例えば、１６００）は、エネ
ルギを組織の目標体積に送達するように位置決定される。
【００５６】
　ステップ２３２０において、エネルギ供給源からのエネルギがデュアルアンテナアセン
ブリ１６００に伝送される。エネルギ供給源は出力信号を生成する電気外科発電機　であ
り得る。一実施形態において、エネルギ供給源はマイクロ波エネルギ供給源である。
【００５７】
　ステップ２３３０において、第１のアンテナサブセンブリが動作され、第１のアンテナ
サブアセンブリは漏洩波アンテナアセンブリ（例えば、４００）であり、デュアルアンテ
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ナアセンブリ４００の複数のアパーチャを介して放射され、アパーチャは、漏洩波アンテ
ナアセンブリ４００の長手方向軸に沿って実質的に均一にエネルギを放射するように構成
される。
【００５８】
　ステップ２３４０において、第２のアンテナサブアセンブリ（例えば、１６６０）が動
作され、第２のアンテナサブアセンブリ１６６０は、第１のアンテナサブアセンブリ４０
０に電気的に接続され、デュアルアンテナアセンブリ１６００の遠位部分に配置される。
【００５９】
　本明細書で開示された漏洩波アンテナアセンブリの様々な実施形態において、漏洩波同
軸ケーブルを用いた均一な放射は、スロットサイズおよび／またはスロット方向を変える
ことによって、ケーブルに沿った信号減衰を補償する（近位へのより強い信号、発電機へ
の接近、遠位へのより弱い信号）ことによって達成され、その結果、より小さなスロット
および／またはケーブル軸に対してより平行な角度のスロットが近位に配置され（このと
き信号は強くなる）るが、より大きなスロットおよび／またはケーブル軸を横断するスロ
ットが遠位に配置され（信号はより減衰される）、スロットサイズおよび／またはスロッ
ト間の方向の漸進的な変化がある。
【００６０】
　実施形態は例示および説明の目的で、添付の図面を参照して詳細に説明されてきたが、
本発明のプロセスおよび装置がそれらに限定されるように解釈されないことが理解される
べきである。当業者には、前述の例示的な実施形態に対する様々な修正が本開示の範囲か
ら逸脱することなしになされ得ることが明らかである。
【符号の説明】
【００６１】
４００　漏洩波アンテナアセンブリ
４０１、４０２、４０３、４０４　スロット
４２０　内側導体
４６０　外側導体
４４０　誘電体材料
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